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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第11期

第２四半期連結累計期間
第11期 

第２四半期連結会計期間
第10期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 17,702,337 8,692,436 29,736,354

経常利益 (千円) 7,845,568 3,507,648 12,820,247

四半期(当期)純利益 (千円) 4,303,911 1,908,241 6,776,240

純資産額 (千円) ― 24,721,808 21,233,773

総資産額 (千円) ― 34,425,291 32,847,234

１株当たり純資産額 (円) ― 48,232.84 41,219.63

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 8,856.40 3,926.70 13,978.17

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― 13,944.00

自己資本比率 (％) ― 68.1 61.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,842,271 ― 9,207,303

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,926,322 ― △ 2,682,240

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,019,518 ― △ 390,254

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 22,633,983 21,780,411

従業員数 (名) ― 540 446

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　２　第11期第２四半期連結累計期間及び第11期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
540

(483)

(注) １　従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３　臨時従業員には、アルバイト及び契約社員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
357
(392)

(注) １　従業員数は当社から当社外への出向者を除く就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。　

３　臨時従業員には、アルバイト及び契約社員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。
　
　

(2) 受注実績

受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。
　
　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

モバイル事業 7,103,027

Webコマース事業 1,259,619

その他事業 329,789

合計 8,692,436

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

　国内のインターネット市場は、ＰＣについてはブロードバンド（高速インターネット回線）、携帯電話

については高速データ通信や定額料金制の普及等を背景に成長過程にあります。平成20年６月末には、

FTTH、DSL等のブロードバンド契約数は2,934万回線となり、インターネット接続サービス契約数の88.7％

を占めております（総務省調べ）。また、平成20年９月末現在、高速データ通信が可能な第三世代携帯電

話加入者数は9,365万人となり、加入者全体の89.3％を占めております（電気通信事業者協会調べ）。

　このような状況の下、当社グループは当第２四半期連結会計期間におきまして、引き続き携帯電話向け

のサービスを中心とした事業展開を実施してまいりました。

　特に、携帯総合ポータルサイト「モバゲータウン」を収益、トラフィックの中核とし、アフィリエイト

ネットワーク「ポケットアフィリエイト」、携帯電話オークション「モバオク」（「auオークション」

を含む。以下同じ。）、携帯電話専用ファッション系ショッピングサイト「モバコレ」、携帯電話向け総合

ショッピングサイト「モバデパ」等も「モバゲータウン」との連携を引き続き強化することで、サービ

ス間シナジーの最大化を目指してまいりました。
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　以上の結果、当第２四半期連結会計期間のグループ総取扱高（注）は31,523,980千円(前年同期比

12.2％増)となり、また、当社グループの売上高は8,692,436千円、営業利益は3,450,989千円、経常利益は

3,507,648千円、四半期純利益は1,908,241千円となりました。

 

（注）グループ総取扱高は、当社グループが運営するマッチングサービスにおける売買成立高の合計額であり、「ビッ

ダーズ」及びその提携サイト、「ポケットビッダーズ」、「auショッピングモール」、「モバデパ」、「モバオ

ク」、「auオークション」、「モバコレ」、「ネッシー（NETSEA)」、株式会社エアーリンク（旅行取扱高）を集計

対象としております。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①モバイル事業

　「モバゲータウン」は、テレビコマーシャルを中心とした広告宣伝活動等による会員基盤の拡充を図

り、当第２四半期連結会計期間末の会員数は1,164万人（前年同期末比421万人増）となり、国内最大級の

モバイルメディアとして会員基盤を引き続き強化してまいりました。モバイルメディアとしての媒体価

値の向上により、大手広告主との共同タイアップ企画等の広告販売の売上が好調に推移してまいりまし

たが、今後も市場の拡大が見込まれるモバイル広告市場において、戦略的に、大手広告主を含めた広告販

売の一層の強化等を図るため、平成20年７月に、株式会社ディーツー コミュニケーションズ及び株式会

社サイバー・コミュニケーションズとの間で、広告枠の販売に関する包括的代理店契約を締結いたしま

した。一方で、主要な収益源であるアバター関連売上（アバター販売及び成果報酬型広告）に関しては、

各種需要促進企画の活性化による一時的な復調は見られたものの、アバター自体や利用シーンの新規性

の不足、健全性施策の強化による若年層のコミュニティレベルの低下等の複合的な要因による減少傾向

が継続いたしました。第３四半期連結会計期間以降、新規性のあるアバターの開発や、SNS以外の他サービ

スとの連携による利用シーンの拡大によりアバター需要の喚起を図ってまいりたいと考えております。

また、大手ゲーム会社各社と共同開発したアイテム課金型ゲーム等の配信を拡大し、ゲーム分野を中心と

するサービスの強化を本格的に実施してまいりました。今後は、モバイルゲームプラットフォームとし

て、アバター関連売上、広告関連売上以外の新たな主要な収益源に確立してまいりたいと考えておりま

す。

　また、サイトの健全性の維持に対する社会的な要請が高まりを見せている中で、モニタリングシステム

等の強化やサイトパトロール等のための人員体制の増強など、システム面、人員面双方において監視体制

を強化し、健全性維持の取り組みを継続して実施してまいりました。加えて、平成20年９月には、青少年の

保護と健全な育成を目的として審査・認定及び啓発・教育活動を行なう第三者機関である有限責任中間

法人モバイルコンテンツ審査・運用監視機構（ＥＭＡ）より、「コミュニティサイト運営管理体制認定

基準」に適合するサイトとして認定されました。

　「ポケットアフィリエイト」は、当第２四半期連結会計期間末の累積媒体主数が53万（前年同期末比7

万増）となり、アフィリエイトネットワークとしての規模を引き続き拡大してまいりました。加えて、検

索連動型・コンテンツ連動型広告等の携帯電話向けP4P（Pay for Performance）広告ネットワーク「ポ

ケットマッチ」のサービス等の展開を本格的に開始し、既存のネットワーク力を活かした総合的な広告

配信事業の強化に着手してまいりました。

　「モバオク」の当第２四半期連結会計期間末の有料会員数は113万人（前年同期末比18万人増）とな

り、課金売上等が順調に推移いたしました。また、当第２四半期連結会計期間末の出品数は314万品（前年

同期末比18万品増）、当第２四半期連結会計期間における取扱高は17,566,042千円（前年同期比5.6％

増）となりました。平成20年８月より、従来の個人間の取引を中心とした形態に加えて、法人及び個人事
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業主による出店・出品を可能とするストアオークションのサービスを開始し、マーケットプレイスとし

ての拡大施策を実施してまいりました。

　「モバコレ」は、販売商品の品揃えの充実を図るとともに、女性向けカジュアルブランド系ショッピン

グサイトの展開や男性向けサービスの充実等を通じ、ユーザの趣向に沿った販売戦略の展開を実施して

まいりました。

　電子商取引に係る収納代行サービスを提供する株式会社ペイジェントは、「モバオク」向けに導入した

決済エスクローサービス「モバペイ」を含めた当社グループ内のサービスにおける利用促進に継続的に

取り組んでまいりました。加えて、当社グループ外のEC事業者等による利用の拡大にも継続的に取り組ん

でおり、当第２四半期連結会計期間の営業損益が黒字化いたしました。

　以上の結果、モバイル事業の売上高は7,103,027千円、営業利益は3,547,193千円となりました。

　

②Webコマース事業

　当第２四半期連結会計期間におきましては、特にオークション＆ショッピングサイト「ビッダーズ」の

新規出店営業の強化による店舗数の大幅な拡充により、マーケットプレイスとしての基盤の強化及び拡

大に努めてまいりました。

　当第２四半期連結会計期間末のショッピングサービスを提供する有料法人会員組織「クラブビッダー

ズ」加盟店舗数は4,329店（前年同期末比1,733店増）、当第２四半期連結会計期間の取扱高は9,054,900

千円（前年同期比15.6％増）となりました。

　以上の結果、Webコマース事業の売上高は1,259,619千円、営業利益は320,154千円となりました。

　

③その他事業

　当第２四半期連結会計期間におきましては、夏季の旅行需要の活性化を捉え、インターネット旅行事業

の強化・拡大を実施してまいりました。

　また、中高年向けSNS「趣味人倶楽部」はSNSを活用した旅行商品の提供やユーザ参加型のイベント等、

ユーザの行動を活性化させる企画等を展開するとともに、ユーザ獲得のための販促活動を実施してまい

りました。

　以上の結果、その他事業の売上高は329,789千円、営業損失は137,828千円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は34,425,291千円（前期末比1,578,056千円増）となりました。

　流動資産は28,630,835千円（前期末比269,612千円増）となりました。主な増加要因は現金及び預金が

853,572千円増加したことなどによるものであり、主な減少要因は売掛金が546,709千円減少したことな

どによるものであります。

　固定資産は5,794,455千円（前期末比1,308,443千円増）となりました。主な増加要因は投資有価証券が

1,256,297千円増加したことなどによるものであります。

　流動負債は9,474,489千円（前期末比1,838,236千円減）となりました。主な減少要因は未払法人税等が

1,617,661千円減少したことなどによるものであります。

　固定負債は228,993千円（前期末比71,742千円減）となりました。

　この結果、負債合計は9,703,482千円（前期末比1,909,978千円減）となりました。

　純資産合計は、24,721,808千円（前期末比3,488,035千円増）となりました。主な増加要因は利益剰余金

が3,411,209千円増加したことなどによるものであります。

　流動性に関する指標としては、当第２四半期連結会計期間末において流動比率302.2％、自己資本比率
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68.1％となっております。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」）は、第１四半期連結会計期末に

比べ3,039,296千円増加し、22,633,983千円となりました。当第２四半期連結会計期間における各キャッ

シュ・フローの状況とその要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は3,746,160千円となりました。主な収入要因は、税金等調整前四半期純利

益3,510,067千円、減価償却費333,483千円であり、主な支出要因は前受金の減少額301,665千円でありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は638,700千円となりました。主な支出要因は、投資有価証券の取得による

支出267,625千円、無形固定資産の取得による支出230,371千円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は68,163千円となりました。主な支出要因は、配当金の支払額

68,163千円であります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループが対処すべき主要な課題は以下のとおりであります。

　

①多様で強固な収益構造の構築

　当社グループは、モバイル事業、Webコマース事業、その他事業の各セグメントの下で、多様なサービスの

提供と収益手段を実現しております。特に、近年、モバイル事業の成長が著しく、中でも「モバゲータウ

ン」のメディア力の拡大とグループ内サービスのシナジーの強化が奏功し、アバター関連売上、広告関連

売上、EC関連売上等が伸長し、当社グループ全体の売上及び利益を牽引してまいりました。一方で、特に

「モバゲータウン」の主要な収益源であるアバター関連売上は、ユーザのアバター需要の増減による収

益性の変動リスクを内在しており、同売上に大きく依存する事業構造は当社グループの収益性を不確実

にする要因の一つとなります。当社グループでは、今後の持続的な成長を実現するためには、アバター関

連売上の安定的成長に加え、その他収益手段の多様性及び収益力の強化をより一層推進していくことが

必要であると考えております。国内最大級のモバイルメディアである「モバゲータウン」の会員基盤を

最大限活用し、広告関連売上、EC関連売上の拡大に加え、ゲーム関連売上等の新たな収益手段の創出に積

極的に取り組むとともに、サービス間のシナジー効果の極大化を推進し、多様で強固な収益構造の構築を

推進してまいります。

　

②モバイル市場における競合への対応

　モバイル市場においては競合他社も取り組みを強化しており、今後競争が一層激しくなっていくものと

思われますが、市場が活性化してモバイルオークション、ショッピング及びゲームやSNS等の認知度が高

まり、利用者層が広がって需要が拡大すれば、会員基盤等において優位性を築きつつある当社グループに

とってもメリットは大きいものと思われます。当社グループでは、引き続き既存サービスのさらなる拡大

とサービス間のシナジー効果の極大化を推進し、提携先との関係を維持、強化するとともに、新規サービ

スの立ち上げにも積極的に取り組んでまいる方針です。
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③サイトの安全性・健全性強化の取り組み

　インターネットオークション、ショッピングやSNS機能を提供するサービスの普及に連れて、サイトの安

全性や健全性の維持に対する社会的な要請は一層高まりを見せております。当社グループは、取引やコ

ミュニティの場を提供する立場から、ユーザが安心して利用できるようにサイトの安全性や健全性をよ

り一層強化していくことが必要であると考えております。同業他社との連携も図りながら、個人情報保護

や知的財産権侵害品対策等に関するサイトの安全性の強化に加え、利用方法に関する啓蒙活動や利用内

容の常時モニタリングシステム等の強化やサイトパトロール等のための人員体制の増強など、システム

面、人員面双方において監視体制を大幅に強化し、健全性維持の取り組みを継続的に実施してまいる方針

です。

　

④知名度の向上

　当社グループは、当社グループが運営するサービスの取扱高や会員数の増加を図り、事業規模を拡大す

るためには、各サービスの知名度の向上が必要であると考えております。加えて、他社との提携等も含め

て事業展開をより有利に進めるため、また、それらの事業を支える優秀な人材を獲得するためには、企業

としての知名度の向上も重要であると考えております。当社グループでは、費用対効果を見極めながら、

広告宣伝活動及び広報活動を今後も強化してまいる方針です。

　

⑤業容の拡大に対応した組織力の強化と内部統制システムの強化

　当社グループは今後、既存事業の強化、拡大に加え、モバイル事業を中心としてＭ＆Ａや海外進出による

事業領域の拡大を推進する計画です。これに対応して、社員のモチベーションを引き出す人事制度の構築

や権限委譲の促進、専門分野を有するエキスパートに加え、新卒採用強化等、組織力の向上に取り組んで

まいります。また、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制報告制度への対応を含め、内部統制

システムの整備を推進し、経営の公正性・透明性を確保するための体制強化に取り組んでまいる方針で

す。

　

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

１.　基本方針

　上場会社である当社の株主は、当社株式の自由な取引を通じて決定されるものである以上、特定の買付

者等による買付等に応じるか否かについても、最終的には株主の判断に委ねられるべきものです。 

　一方で、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、携帯電話やPC等におけるインター

ネットサービスをはじめとする当社グループの事業の全体に係る幅広い知識と豊富な経験を有し、また

当社を支える株主、従業員、ユーザ、取引先、広告主、地域社会等の様々なステークホルダーとの信頼関係

を十分に理解した上で、企業価値及び株主共同の利益を中長期的に最大化できる者が望ましいと考えて

おります。 

　しかしながら、株式の大量買付等の中には、企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害をもたら

すもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付等の行為について検討し、あるいは対象会社の取締

役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値及び株主共

同の利益に必ずしも資さないと評価されるべきものもあります。 

　当社は、このような大量買付等を行う買付者等は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を支配す

る者として不適切であると判断し、法令及び定款によって許容される限度において、当社グループの企業
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価値及び株主共同の利益の確保・向上に資する相当の措置を講じてまいります。 

　以上をもって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針といたしま

す。

２.　具体的な取り組み 

　(a) 基本方針の実現に資する特別な取り組み 

　当社グループは、「売り手と買い手をストレス無くマッチングする新しい流通インフラを築くこと」、

「多種多様なサービス展開を通じて新しい付加価値をユーザに提供し続けること」をミッションとして

おります。携帯電話やPC等におけるインターネットサービスを通じて、時間的、地理的制約を超えて売り

手と買い手をマッチングする場を構築することに止まらず、新しいサービスを次々と展開し、株主、従業

員、ユーザ、取引先、広告主、地域社会等の様々なステークホルダーとの間で、円滑な関係を構築しながら、

社会に対して新たな付加価値を提供し続ける企業でありたいと考えております。 

　当社グループは、モバイル事業、Webコマース事業を中心に、ソリューション事業を含めた３事業体制に

より、規模の拡大に取り組んでまいりましたが、直近の事業年度におきましては、携帯総合ポータルサイ

ト「モバゲータウン」やアフィリエイトネットワーク「ポケットアフィリエイト」、携帯電話オーク

ション「モバオク」を主軸とするモバイル事業が飛躍的に成長し、当社グループ全体の売上、利益の拡大

を牽引する役割を果たしております。また、Webコマース事業においても、携帯電話向け総合ショッピング

サイト「ポケットビッダーズ」及びeショッピングモールサイト「auショッピングモール」が著しく伸

長しており、全社的にモバイル分野への重点のシフトを進めております。さらに、携帯電話専用ファッ

ション系ショッピングサイト「モバコレ」、決済エスクローサービス「モバペイ」、中華人民共和国（中

国）における100％子会社である北京得那網絡科技有限公司による携帯電話専用無料SNSサイト「加加

城」のサービスを提供しております。 

　今後は、平成18年２月にサービス提供を開始して２年余りで、約1,000万人の会員数と月間180億PVに迫

るトラフィックを誇る有数のメディアにまで成長した（平成20年３月末現在）「モバゲータウン」を核

に、「モバオク」「ポケットアフィリエイト」等の主軸サービスのトラフィックやブランドのシナジー

も活かしながら、日本最大級のモバイルポータルの実現を目指します。 

　「モバゲータウン」につきましては、会員基盤をさらに強化し、媒体価値を高めるための取り組みに注

力いたします。具体的には、ニュースや検索エンジン等の情報サービスや、ゲーム並びに小説・音楽の投

稿をはじめとした各種コンテンツの充実を通じて、携帯電話でのインターネット利用において他のサー

ビスの追随を許さない、幅広い会員層にとって魅力的で利用度の高いモバイルポータルとしての地位の

確立に向けた施策を強化してまいります。さらに、当社グループのポータル戦略の中核を担うトラフィッ

ク及び収益の源泉として、広告商品の開発や営業人員の強化による広告収入の拡大や、課金コンテンツの

導入等も含めた収益源の多様化を図るほか、当社グループの各サービスや他事業者の運営するサービス

との連携にも取り組んでまいります。 

　一方で、旅行代理店事業や保険代理店事業のみならず、引き続き新規領域への進出も積極的に推進し、将

来的に既存事業と並ぶ規模への拡大が見込める事業群を育成することで、「モバゲータウン」の成長の

みに依存しない収益構造及び成長モデルの確立に取り組んでまいります。 

　また、当社は株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しており、平成19年３月期より、当社グ

ループの業績に応じた配当性向による株主配当の実施をしております。 

　引き続き今後の事業拡大に備えて内部留保の充実を図る必要があることを勘案し、利益配当による利益

還元の方針として、連結当期純利益の10％を配当性向の目処とし、今後の業績の拡大に応じて、適宜見直

しを行っていく方針です。 
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　以上の取り組みを通じて、引き続き高い成長率を維持しながら、事業規模を拡大し、企業価値の増大を

図ってまいります。 

　(b) 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取り組み 

　当社は、平成19年６月23日開催の第９期事業年度に係る定時株主総会にて「当社株式の大量取得行為へ

の対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」という）の導入を決議いたしました。 

　本プランは、当社が発行者である株券等について、①保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付、ま

たは②公開買付に係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係の株券等所有割合の合計が20％以上と

なる公開買付（以下併せて「買付等」という）を適用対象とし、これらの買付等が開始された場合に、株

主が適切な判断をするために必要かつ十分な情報と時間を確保すること、及び当社が買付者または買付

提案者（以下併せて「買付者等」という）との交渉の機会を確保することにより、当社の企業価値及び

株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。 

　上記に定める買付等を行う買付者等は、当社取締役会が別途認めた場合を除き、買付等の実行に先立ち、

買付等の内容の検討に必要な情報（以下「本必要情報」という）及び当該買付者等が買付等に際して本

プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「買付説明書」という）を当社の

定める書式により提出していただきます。その後、買付者等から提出された情報や当社取締役会からの意

見や根拠資料及び代替案が、独立性の高い社外者のみから構成される独立委員会に提供されます。独立委

員会は、必要があれば独立した第三者の助言を得ながら、買付者等の買付等の内容の検討、当社取締役会

による代替案の検討及び買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討等を行い、

自らまたは当社取締役会等を通じて、買付説明書の提出の事実とその概要及び本必要情報の概要その他

の情報のうち独立委員会が適切と判断する事項について、独立委員会が適切と判断する時点で株主に対

する情報開示を行います。 

　独立委員会は、買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を実施する場合、ま

たは買付者等の買付等の内容の検討、当社取締役会による代替案の検討及び買付者等と当社取締役会の

事業計画等に関する情報収集・比較検討等を行い、必要があれば当該買付者等と協議・交渉を行った結

果、当社の企業価値及び株主共同の利益を侵害するおそれがあると認められる場合等には、当社取締役会

に対して、新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。 

　本新株予約権には、買付者等による権利行使ができないという行使条件及び当社が当社普通株式と引換

えに買付者等以外の者が有する本新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付されており、原

則として、１円以上であって、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める価額の金

銭を払い込むことにより行使し、当社普通株式１株を取得することができます。 

　当社取締役会は、独立委員会から上記勧告を受けた場合には、これを最大限尊重して速やかに、本新株予

約権無償割当ての実施または不実施等（本新株予約権の無償割当ての中止を含む）に関する会社法上の

機関としての決議を行うものとします。当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合速やかに、当該

決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項についての情報を開示いたします。 

　本プランの有効期間は、平成21年３月31日に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時までと

します。ただし、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プランを廃止する旨の決議

が行われた場合、または②当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランを

廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。当社は、本プラ

ンが廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事実及び（変更の場合には）変更内容その

他当社取締役会または独立委員会が適切と判断する事項について、速やかに情報を開示いたします。 

　本プランの導入時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主及び投資家
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の皆様の権利・利益に直接具体的な影響が生じることはありません。ただし、本プランに従って本新株予

約権の無償割当てが実施され、買付者等以外の株主により本新株予約権が行使された場合、または当社に

よる本新株予約権の取得と引換えに買付者等以外の株主に当社普通株式が交付された場合には、当該買

付者等の有する当社の議決権に占める割合は、最大50％まで希釈化される可能性があります。 

３.　具体的な取り組みに対する取締役等の判断及びその理由 

　上記２.「具体的な取り組み」の内容は、いずれも当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の

ための具体的な方策として策定されたものであり、当社の基本方針に沿うものであります。 

　また、上記２.(b)「基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取り組み」

において定めた大量買付等への対応方針につきましても、以下の各項目を考慮し、合理性を担保しており

ます。　　　 

 

・経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値及び株主共同の利益の確保または向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の原

則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足していること 

・当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主のために本プランの発動等の運用に際しての実質的な判断

を客観的に行う機関として独立委員会を設置し、同委員会の判断の概要については、適宜株主に対して

情報を開示することとし本プランの運営の透明性を維持する仕組みが確保されていること 

・合理的かつ詳細な客観的要件を予め定め、当社取締役会による本プランの恣意的な発動を防止するた

めの仕組みを確保していること 

・独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者の助言を得ることができ、同委員会の判断の公正さ・客

観性が強く担保される仕組みとなっていること 

・デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、その発動を阻止するの

に時間を要する買収防衛策）ではないこと 

 

　以上から、上記の取り組みの内容が、当社役員の地位の維持を目的とし、あるいは不当に株主の株式売却

に対する自由を妨害すること等により、株主共同の利益を損なうものでないことは明確であると考えて

おります。 

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第２四半期連結会計期間においては、「モバゲータウン」のアバター関連売上に関しまして、各種需

要促進企画の活性化による一時的な復調は見られたものの、アバター自体や利用シーンの新規性の不足、

健全性施策の強化による若年層のコミュニティレベルの低下等の複合的な要因により、第１四半期連結

会計期間からの減少傾向が継続いたしました。

　今後は、新規性のあるアバターの開発やSNS以外の他サービスとの連携による利用シーンの拡大施策等

を実施していく予定ですが、現時点では業績に与える影響は未定であり、本格的な伸長を織り込めないた

め、下期（第３四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間）は上期と比較して、アバター関連売上

が減少する見通しであります。

　一方で、下期においては、「モバゲータウン」における広告関連売上に関して、平成20年７月に、株式会

社ディーツー コミュニケーションズ及び株式会社サイバー・コミュニケーションズとの間で、広告枠の

販売に関する包括的代理店契約を締結し、戦略的に大手広告主を含めた広告販売の一層の強化等を実施

してまいります。加えて、大手ゲーム会社各社と共同開発したアイテム課金型ゲーム等の配信を拡大し、
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本格的にゲーム分野を中心とする新たな収益源の創出を行ってまいります。また、「モバゲータウン」以

外のEC関連事業等に関しましては、年末商戦等の季節要因等による売上の伸長を見込んでおります。

　なお、下期において、EC関連売上の伸長に伴う仕入、販促費等の増加に加え、新規性のあるアバター制作

及びゲーム開発等の「モバゲータウン」のサービス・コンテンツ等の拡充施策や会員基盤の一層の強化

を目指したTVCM等の積極的な広告宣伝活動、さらには「趣味人倶楽部」等の新規事業等に対する投資な

ど、来期以降の本格貢献を目指した戦略的な先行投資を積極的に実施する予定であります。

　今後も、約1,200万人の「モバゲータウン」の会員基盤を最大限活用し、アバター関連売上、広告関連売

上、EC関連売上に加え、ゲーム関連売上等の新たな収益手段の創出に積極的に取り組むとともに、サービ

ス間のシナジー効果の極大化を推進し、多様で強固な収益構造の構築を推進してまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,803,000

計 1,803,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 485,966 485,966
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 485,966 485,966 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

― 485,966 ― 4,328,870― 4,314,408
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ソネットエンタテインメント株
式会社　

東京都品川区大崎２丁目１―１ 89,960 18.51

南　場　　智　子 東京都渋谷区 72,116 14.83

ドイチェバンクアーゲーロンド
ン６１０（常任代理人　ドイツ証
券株式会社）

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANKFURT AM
MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY （東京
都千代田区永田町２丁目１１番１号　山王
パークタワー）

45,842 9.43

川　田　　尚　吾 東京都世田谷区 14,432 2.96

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 14,300 2.94

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）　

東京都中央区晴海１丁目８―１１ 12,407 2.55

ナティクシス　（常任代理人　株
式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

45, RUE SAINT DOMINIQUE 75007 PARIS
(FRANCE) （東京都千代田区丸の内２丁目７
番１号　決済事業部）

12,100 2.48

クレディ・スイス証券株式会社　
東京都港区六本木１丁目６―１　泉ガーデン
タワー

10,939 2.25

ユービーエスエイジーロンドン
アジアエクイティーズ　（常任代
理人　ＵＢＳ証券会社）

1 FINSBURY AVENUE, LONDON EC2M 2PP （東
京都千代田区大手町１丁目５番１号　大手町
ファーストスクエアイーストタワー）

9,069 1.86

ゴールドマンサックスアンドカ
ンパニーレギュラーアカウント　
（常任代理人　ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

85 BROAD STREET NEW YORK, NY, USA
（東京都港区六本木６丁目１０番１号　六本
木ヒルズ森タワー）

8,915 1.83

計 ― 290,080 59.69

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ―  ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　485,966 485,966 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 485,966 ― ―

総株主の議決権 ― 485,966 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が５株（議決権５個）含まれて

おります。
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② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 781,000780,000742,000695,000550,000559,000

最低(円) 579,000701,000620,000518,000474,000392,000

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
(総合企画部長)

取締役
(総合企画部長)

春田 真 平成20年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内

閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期

連結財務諸表規則を適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,633,983 21,780,411

売掛金 3,910,409 4,457,119

商品 122,262 115,723

貯蔵品 6,206 12,444

その他 2,165,776 2,070,258

貸倒引当金 △207,803 △74,733

流動資産合計 28,630,835 28,361,223

固定資産

有形固定資産 ※１
 1,078,259

※１
 1,141,636

無形固定資産

のれん 679,741 721,437

その他 1,234,455 1,064,987

無形固定資産合計 1,914,197 1,786,425

投資その他の資産

その他 2,882,572 1,571,168

貸倒引当金 △80,574 △13,218

投資その他の資産合計 2,801,998 1,557,950

固定資産合計 5,794,455 4,486,011

資産合計 34,425,291 32,847,234

負債の部

流動負債

買掛金 385,862 378,086

未払金 2,354,583 2,703,609

未払法人税等 3,251,526 4,869,187

前受金 2,045,257 1,522,552

その他 1,437,259 1,839,289

流動負債合計 9,474,489 11,312,725

固定負債

ポイント引当金 114,452 142,266

その他 114,540 158,469

固定負債合計 228,993 300,735

負債合計 9,703,482 11,613,460

純資産の部

株主資本

資本金 4,328,870 4,328,870

資本剰余金 4,314,408 4,314,408

利益剰余金 14,795,132 11,383,923

株主資本合計 23,438,412 20,027,203

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,109 456

為替換算調整勘定 － 3,678

評価・換算差額等合計 1,109 4,135

少数株主持分 1,282,286 1,202,435

純資産合計 24,721,808 21,233,773

負債純資産合計 34,425,291 32,847,234
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(2) 【四半期連結損益計算書】
　【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日）

売上高 17,702,337

売上原価 3,781,555

売上総利益 13,920,781

販売費及び一般管理費 ※１
 6,199,670

営業利益 7,721,111

営業外収益

受取利息 58,603

受取配当金 180

契約に基づく債務消滅益 41,824

業務受託料 19,611

雑収入 12,531

営業外収益合計 132,750

営業外費用

業務受託費用 4,624

投資事業組合運用損 3,201

雑損失 467

営業外費用合計 8,293

経常利益 7,845,568

特別利益

投資有価証券売却益 5,940

特別利益合計 5,940

特別損失

固定資産除却損 16,761

特別損失合計 16,761

税金等調整前四半期純利益 7,834,747

法人税、住民税及び事業税 3,269,105

法人税等調整額 31,878

法人税等合計 3,300,984

少数株主利益 229,851

四半期純利益 4,303,911
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　【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日）

売上高 8,692,436

売上原価 1,980,002

売上総利益 6,712,433

販売費及び一般管理費 ※１
 3,261,444

営業利益 3,450,989

営業外収益

受取利息 37,212

契約に基づく債務消滅益 21,500

業務受託料 679

雑収入 2,779

営業外収益合計 62,171

営業外費用

業務受託費用 2,196

投資事業組合運用損 3,201

雑損失 114

営業外費用合計 5,511

経常利益 3,507,648

特別利益

投資有価証券売却益 5,940

特別利益合計 5,940

特別損失

固定資産除却損 3,521

特別損失合計 3,521

税金等調整前四半期純利益 3,510,067

法人税、住民税及び事業税 1,654,257

法人税等調整額 △162,449

法人税等合計 1,491,808

少数株主利益 110,018

四半期純利益 1,908,241
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 7,834,747

減価償却費 644,604

のれん償却額 42,373

貸倒引当金の増減額（△は減少） 133,981

ポイント引当金の増減額（△は減少） △27,813

受取利息及び受取配当金 △58,783

固定資産除却損 16,761

売上債権の増減額（△は増加） 546,709

仕入債務の増減額（△は減少） 7,776

未払金の増減額（△は減少） △351,088

前受金の増減額（△は減少） 519,740

その他 △729,810

小計 8,579,198

利息及び配当金の受取額 53,034

法人税等の支払額 △4,789,960

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,842,271

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △1,261,000

有形固定資産の取得による支出 △332,085

無形固定資産の取得による支出 △450,417

差入保証金の差入による支出 △28,699

差入保証金の回収による収入 192,071

その他 △46,192

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,926,322

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △869,518

少数株主への配当金の支払額 △150,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,019,518

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 896,430

現金及び現金同等物の期首残高 21,780,411

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△42,858

現金及び現金同等物の四半期末残高 22,633,983
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　 至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲の変更

当社海外子会社である北京得那網絡科技有限公司及び北京虹飛掌訊網絡科技有限公司は、いずれも小規模であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等が、四半期連結財務諸表に及ぼす影響がいずれも軽微であるた

め、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

２　会計方針の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)が適用されたことに伴

い、通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価基準については、原価法から原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益に与える影響は軽微であります。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　 至　平成20年９月30日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

おります。

２　繰延税金資産の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ一時差異等の発生状況に

著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを

利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　 　　　　　　　　　　　　　1,170,516千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　 　　　　　　　　　　　　　　 841,476千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

第２四半期連結累計期間

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要なもの

販売促進費 1,300,424千円

貸倒引当金繰入額 133,981千円
 

　

第２四半期連結会計期間

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要なもの

販売促進費 665,305千円

貸倒引当金繰入額 77,041千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）　　

現金及び預金 22,633,983千円

現金及び現金同等物 22,633,983千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 485,966

　

　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 874,738 1,800平成20年３月31日 平成20年６月23日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

モバイル事業
(千円)

Webコマース
事業(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

7,103,0271,259,619329,7898,692,436 ― 8,692,436

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2,294 936 658 3,890 (3,890) ―

計 7,105,3211,260,556330,4488,696,326(3,890)8,692,436

営業利益又は営業損失(△) 3,547,193320,154△ 137,8283,729,518(278,529)3,450,989

　

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

モバイル事業
(千円)

Webコマース
事業(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

14,533,2192,466,770702,34717,702,337 ― 17,702,337

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

3,284 1,421 1,800 6,507 (6,507) ―

計 14,536,5042,468,192704,14717,708,844(6,507)17,702,337

営業利益又は営業損失(△) 7,951,170613,524△ 296,2548,268,440(547,329)7,721,111

(注)　１ 事業区分の方法

事業は、サービスの内容および特性を考慮して区分しております。

２ 事業区分の内容

事業区分 主要サービス

モバイル事業 ・携帯電話オークション

「モバオク」「auオークション」

・アフィリエイトネットワーク

「ポケットアフィリエイト」

・携帯総合ポータルサイト

「モバゲータウン」

・携帯電話専用ファッション系ショッピングサイト

「モバコレ」

・決済エスクローサービス

「モバペイ」

Webコマース事業 ・オークション＆ショッピングサイト

「ビッダーズ」

・携帯電話向け総合ショッピングサイト

「ポケットビッダーズ」「auショッピングモール」「モバデパ」

その他事業 ・EC関連のソリューションサービスの提供

・旅行代理店、保険代理店サービスの提供
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３ 所属セグメントの変更

前連結会計年度まで区分表示しておりました「ソリューション事業」について、当事業では自社の持つEC

関連サービスのノウハウを活用し、主に大企業・中堅企業を対象としてEC事業の立ち上げ支援及びEC事業に

おけるマーケティング支援サービス等を行い、一定の成果を挙げて参りました。

　一方、「モバゲータウン」等の自社サービスが急成長を遂げるなか、自社サービスの更なる拡大による経営

基盤のより一層の強化を目的とし、当事業における新規の受注を取りやめ人的経営資源の自社サービスへの

シフトを積極的に推進して参りました。

　その結果、ソリューション事業における売上高は、立ち上げ支援を行ったお客様のEC事業におけるサービス

の保守・運営といった継続的契約に基づく案件のみとなり、契約期間満了等による受注高の減少から、当事業

における金額的重要性がなくなったことにより、第１四半期連結会計期間より「その他事業」に含めて表示

することといたしました。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間において「その他事業」の売

上高は106,413千円増加し、営業利益は64,890千円増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

48,232.84円 41,219.63円

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 24,721,808 21,233,773

普通株式に係る純資産額(千円) 23,439,521 20,031,338

差額の主な内訳
　少数株主持分(千円)

1,282,286 1,202,435

普通株式の発行済株式数(株) 485,966 485,966

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

485,966 485,966

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 8,856.40円

(注)　１.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２.　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 4,303,911

普通株式に係る四半期純利益(千円) 4,303,911

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 485,966
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 3,926.70円

(注)　１.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２.　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,908,241

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,908,241

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 485,966

　

(重要な後発事象)

　当社は、平成20年10月30日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

１　取得の理由

　　資本効率の向上と経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するとともに、株主還元策として１株　　　

　　当たりの価値を向上させていくため。

２　取得する株式の種類

　　　普通株式

３　取得する株式の総数

　　　15,000株（上限）

４　株式の取得価額の総額

　　　30億円（上限）

５　取得期間

　　　平成20年11月４日～平成20年12月26日

６　取得方法

　　　市場買付

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月13日

株式会社ディー・エヌ・エー

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　小　野　信　行　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　松　浦　康　雄　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ディー・エヌ・エーの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から

平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ディー・エヌ・エー及び連結子会社

の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年10月30日開催の取締役会において、自己株式の取

得を決議した。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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